






























金融規制の緩和 は世界 的な動 向である。保険事業 に関 しては,大 蔵大臣の諮問機関であった保
険審議会が保険事業の全面的見直 しを行 い,3年 にお よぶ審議 を経て,平 成4年6月 に 「新 しい
保険事業の在 り方」 と題す る答 申を行 った。
審議の過程 において,平 成元年4月,生 損保 に共通の問題 を検討す る場 として保 険審議会の中
に 「総合部会」が設 けられた。 この部会の基本的な検討項 目の1つ が 「保険経理の見直 し,デ ィ
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スクロージャーの整備」 であった。ただ し,保 険経理の問題は,専 門的 ・技術的 な検討が不可欠
であることか ら,総 合部会の審議 を効率的かつ効果的 に進めるために,総 合部会の下 にワーキ ン
グ ・グループ として 「保険経理小委員会」(委 員長:新 井清光)を 設置 した。
小委員会 は,ほ ぼ1年 をかけて集 中的な審議 を行 い,そ の結果 を,「 保 険経理 の見 直 し及 び
デ ィスクロージャーの整備 について」 と題する報告書 にまとめている。
そ こで は,責 任準備金積立方式の見 直 し,イ ンカム配当原則の見直 し,区 分経理 ・特別勘定の
導入,配 当方式 の改善,健 全性 指標(ソ ルベ ンシー ・マージン基準)の 導入,リ ス ク管 理 のあ り
方,透 明性 の確保 など,保 険事業の経理 について,数 多 くの問題点が指摘され,か つ,今 後のあ
るべ き方向が示唆されていた。
上記の保険審議会答 申は,小 委員会報告において検討 した項 目のうち,リ スク管理のあ り方,
責任準備金のあ り方,イ ンカム配当原則の見直 しと含 み益 の取 り扱いの検討,区 分経理 と特別勘
定の導入 ・活用,デ ィス クロー ジャーの整備の諸点について意見 の とりまとめを行 っている。
小委員会の報告書は,目 的の とお り,総 合部会の審議 に役立て られたが,専 門的 ・技術的な問
題提起 や提言 を作 文に終わ らせ ることがないように,そ の後 に設け られた 「保 険経理 フォロー
アップ研究会」(大 蔵省銀行局保険部長の私的諮問機潤:筆 者が座長を務めた)に よって具体 案の検討 と
実施 に向けた作業が続 けられる ことになった。
以下 に紹介するのは,「 保 険経理 フォロー ア ップ研究会」 における,価 格変動準備 金に関す る
検討内容である。最後 に紹介する 「現行規定」のベース となっているこ とは間違 いないが,あ く
まで も私的諮問機関の検討内容 であ り,公 にされた内容ではないので,現 行規定 を解釈 ・適用す
る場合において,そ の 「根拠」 として使 うのは不適当である。 しか しなが ら,現 行規定の成 り立
ちや背景を知 ることは,あ りうべ き今後の規定改正 や制度作 りに役 に立つ もの と考 える。
1「 旧保険業法第86条 による準備金」の整理
旧保険業法第86条(評 価益及び売却益による積立金)で は,「 保険会社ハ財産 ノ評価換又ハ売却 二
因 リ計上シタル利益 ガ之ニヨリ計上シタル損失ヲ超ユ ル トキハソノ差額 ヲ準備金 トシテ積 立ツル
コ トヲ要ス」 とい う規定をおいていた。
但 し書 きがあ り,認 可を受ければその全額 または一部 を積み立てないことも可能であったが,
原則 としては,有 価証券の売却益 は準備金 として積 み立てることになっていた。 こうして積み立
て られたのが,「86条 準備金」 と呼ばれた。
こうした規定 をおいた趣 旨は,昭 和14年 の改正業法 を起草 した担 当者 によれば,次 のとお り
である。
財産の評価益や売却益 とい うのは,財 産の価値の変動によって生 じるもので,臨 時的利益であ
り,評 価益 の場合 は,将 来価格が低落すれば帳消 しになる。 したがって,保 険会社のごとく,一
定 の統計的基礎 に基づいた死亡率 とか損害率を基礎 に してい る会社 については,こ ういう臨時的
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利益があって もこれを利益 とは見ない。利益がでた ときは,こ れ を社内に積立金その他の形で留
保 しておいて,配 当その他の形で出さないようにする。そうすれば,価 格 の変動があった場合,
その準備金 を取 り崩 してそれでカバ ーす るこ とが で きる(青 谷和夫監修rコ ンメンタール保険業法
(下)』千倉書房,1974年53頁)。
本条が制定 された当時,商 法 は時価以下主義を取ってお り,財 産の評価益 ・売却益 を計上す る
ことが可能であったが,「 臨時 的な財 産の売却差益,評 価差益 を剰余化 させ,契 約者配当 として
社外流出を許せ ば,配 当競争 を激化 させるこ とになるので剰余化 を許 さず準備金 として社内留保
させる」(日 本生命保険相互会社法規研究会 「保険業法コンメンタール』1969年,414頁)ね らい もあった
といわれる。つ まり,益 出 しによる過当な配当競争 を防こうとしたのである。
か くして,資 産 の売却益 と評価益 は,86条 準備金 として内部留保 されるこ とになったが,こ
の準備金 は,負 債性引当金 または評価性引当金 としての性格 を持たない ことか ら,保 険業法 にお
いて特 に積 立てが義務づ けられた 「特別法上の準備金」 であった。
特別法 により設定 される準備金で も,そ の繰入額が当期 に属す る費用 としての性格 を持ってい
るのであれば会計上の引当金 として設定す ることがで きる。 しか し,多 くの場合,繰 入額に費用
性が ないことか ら,特 別法 によって設定が強制 される。
こうした費用性のない準備金(特 別法によっては,引 当金という名称を使っている。例 ・銀行の国債価
格変動引当金)は,形 式 的には引当金 の設定 と同 じように,当 期 に費用 を計上 して設 定 される・
しか し,実 質は当期の利益 を減少 させ て設定する ものであ ることか ら,「 利益留保性」の準備金
(引当金)で あるω。 したがって,多 くの場合,有 税で積み立てる。
「有税 で積み立てる」 という意味は,次 の ような ことをい う。企業会計 において費用性のない
価格変動準備金繰入額を費用 に計上 して も,税 務上 は損金 に算入 されない。 したが って,同 繰入
額 については課税 の対象 とな る。つ ま り,税 金計算上 は損金(費 用)と され ない準 備金繰入 額
を,企 業決算上,費 用 として計上することを 「有税 で(税 を負担 して)」積 み立てる,と い う。




③ 経営のバ ッフ ァー としての機能
ただ し,86条 準備金 にこ うした機能 を認め るに しろ,準 備金 と諸機能 の対 応が不 明確 で あ
り,そ れぞれの機能に適 した個別の準備金等を設けるほ うが よい とす る考 えがあ り,ま た,次 の
ような問題 も指摘 された。
① 準備金を無制限に積み立てることが妥当であるか どうか
準備金 と諸機能(あ るいは,目 的)と の対応が不明確である中で,こ れ を無制限に積み立て させ
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ることは,過 度 に保守的で,契 約者への利益還元 を不当に妨げることになる恐 れが大 きい。
② インカム配当原則 との関係
キャピタル ・ゲイ ンを86条 準備金 として積み立てることが求め られた結果,そ れを逆に解釈
す ると,契 約者へ の配当は受取利息や受取配当金などのインカム ・ゲイ ンに限ることになる。こ
れ を,イ ンカム配当原則 と呼んでいた。 ところが,わ が 国企業の配 当性 向が極 めて低い こ とか
ら,投 資家 はキ ャピタル ・ゲインをね らった投 資行動 を とらざるをえない。 しか し,生 命保 険会
社がそうした投資行動 にでれば,配 当財源にまわすべ きインカム ・ゲイ ンを十分に確保す ること
がで きない。 また,イ ンカム ・ゲインだけを配当の財源 としていたのでは,キ ャピタル ・ゲイン
を含 めた総合 的な運用成果 を還元することがで きない。 こうしたことか ら,生 命保険会社 は,イ
ンカム ・ゲ インね らいか ら高い表面金利の債券 を7好 する といった,い わゆる直利指向が高まる
な どの弊害が生 じて きている。
同研 究会 は,86条 準備金の主たる役割 を価格変動準備金 として整理す ることと した。 なお,
かつて租税特別措置法において同 じ 「価格変動準備金」が存在 したために,こ れとの混同を避け
るため,「 有価証券等損失準備金」 といった名称に した らどうか との意見 もあったが,最 終的に
は同 じ名称 を使 うことになった。
なお,86条 準備金 に期待 されていた残 りの2つ の機能(配 当調整,経 営のバッファー)に つ いて
は,そ れぞれ,配 当の 「アセッ ト ・シェア方式」 と 「ソルベ ンシー ・マージン」 で対応す ること
が考 え られた。
同研 究会では,生 命保険会社 において特 に価格変動準備金 を設 ける必要性 につ いて,生 保会社
の資産運用が,長 期 にわたる生保契約の支払担保 として,長 期間安全 に運用 される必要があるこ
と,毎 期支払 われる契約者配当の安定性 を確保する必要があ ることをあげていた。
そ うした必要性 か ら,同 研究会は,価 格変動準備金 を 「有価証券等価格 の変動の著 しい資産に
つ いて,そ の価格が将来低落 した ときに生ずる損失 に備 えることを趣 旨とす るもの」 として性格
づ けている。
2積 立対象資産
86条 準備金 は,有 価証券だけではな く,動 産 ・不動産等の売却益 を も積 立ての対象 としてい
たが,価 格変動準備金は,価 格変動の著 しい資産について,そ の価格 の変動によ り生 じるリスク
(損失)を 吸収す るための準備金 として整理 し,価 格変動が客観的 に把 握で きる資産だ けを対象
とした。
当時,フ ォローアップ研究会では,ソ ルベ ンシー ・マージ ン基準 を検討中であったが,そ の基
準において,価 格変動 に関す るリスク係数を定めていたものが国内株式,外 国株式,外 国公社債
等の価格 と外国為替相場 の変動 リスクであ り,こ れ らについてソルベ ンシー ・マージンでの対応
を考 えていた。そ こで,こ れ らを対象 にして,将 来の価格変動に伴 う損失が発生す る事態に備え
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ることが適当と考 えた。
この場合,上 記3つ の有価証券 区分(国 内株式,外 国株式,外 国公社債等)ご とに準備金 を設定す
るか,す べ ての区分 を一括 した準備金 とするか,両 案 を検討 した。
① 区分ご とに準備金 を設定す る案
この場合 は,国 内株式 は株価の変動を捉え,外 国公社債等は外 国為替相場の変動を捉えること
になる。また,外 国株 式は株価 と外 国為替相場 の変動 とが複合 した形 で発生す る ものであるか
ら,こ れを区別 して捉 えることは合理的ではない と考 えた。
これ らの区分 は,対 象資産の価格変動 リス クの性格が異 なることか ら,内 部的に積立基準 を分
け ようとす るものであ り,財 務諸表上の表示 は,価 格変動準備 金一本 で総額 表示す ることとす
る。
② 準備金 に区分 を設 けない案
これに対 して,資 産区分 の価格変動 リス クを個別 に各 区分 で備 えるので はな く,価 格変動 リス
ク全体 として備 えるのが適当だ とする案では,次 の3つ の理由が挙げ られていた。
i)各 区分 において価格変動の リス ク量 に相違はあるものの,将 来の価格の変動 に備 えるとい う
準備金の 目的には変 わ りがないこと
ll)ソ ルベ ンシー ・マージン基準においては分散効果 を考慮 してリスクを総体 で見てい ること
血)さ らに,価 格変動準備金に区分 を設 けた場合で も,あ る区分の準備金 を全額取 り崩 して も補
填 しきれない場合 には,他 の区分の準備金で対応す ることになること
3対 象 とする損失
当時の資料に よれば,価 格変動 リス クとは,「 保険会社 の資産運用 のうち価格変動 を伴 うもの
については,価 格変動が発生 し責任準備金対応資産である投資元本が減価 した場合,… …この価
格変動 による資産減価 を価格変動 リスク と捉 え」 と定義 してい る。
保険会社 にとっての投資元本 とは,投 下資本の原価,す なわち取得原価であるか ら,価 格変動
リス クとは,時 価が この取得原価 を下回 り,利 回 りがマイナス になるリスクをい うことになる。
100円 で取得 した株式 にとっての価格変動 リス クは この100円 を下 回る状 況 をいい,時 価が200
円か ら150円 に下落 しても,リ スクは発生 しない。
このように,フ ォローアップ研究会では,準 備金設定の対象 となる損失を,売 却損,評 価損,
償還損,為 替差損 として 「会計上発生す る損失」 とした。
ここで重要なこ とは,価 格変動準備 金は,単 なる 「価格変動」 に対する備 えではな く,「会 計
上,損 失が発生する事態」に対する備 えだということである。 この ことは,と りもなお さず,こ
こで想定 している損失は,「 原価割れ」 「簿価 を下回る」損失 をい っている。決 して,単 に 「株価
が下落 した」だけでは発生 しない。投資のリスクは,時 価主義の下であれ原価主義の下であれ,
本質的に,投 資額を下回ることである。
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なお,時 価会計の基準が適用 される と,売 買 目的有価証券 に発生する評価損益 と価格変動準備
金の積立て と取崩 しに不整合 な点が生 じる。 このことについては,後 段で詳 しく述べ る。
価格変動準備金 を検討 した当時は,上 場有価証券は低価法 による評価が義務づ けられていた。
そ こで,対 象 とす る損失 を,「 低価法の採用が義務づ け られている上場有価証券(外 貨建を含む)
について,低 価法 を適用す ることによる損失」 と考えた。




繰入 の基準 としては,① 対象 とす る資産の残高に対す る一定割合 とす る(残 高基準),② 対象資
産残高の増加額の一定割合 とす る(増 加額基準),③ 対象 資産の売却益 の一定割合 とす る(利 益基
準),な どを検討 した。
最初 は② 案が有力であ ったが,対 象資産が持つ価格変動 リス クに対応 す るとい う準備 金の趣
旨,必 要な積立額 まで計画的な繰入 を可能 とさせ るという点 を考 えて,① の残高基準 を採用 し,
「期末対象資産簿価の一定割合以上」 を繰 り入れることとした。
②の 「増加額基準」は対象 とす る資産が狭す ぎるし,③ の 「利益基準」 では価格変動 リスクに
対応する とはいえない。さらに,② も③ も,対 象資産が増加 しない とか利益が生 じない といった
状況では積 み立てることがで きない。 こうしたことか ら,① の残高基準が採用 されることになっ
た。
② 最低繰入率
上記のように,繰 入が 「期末対象資産簿価 の一定割合以上」 とされた ことか らs繰 入の上限 と
下 限を設定 してお く必要が生 じた。毎期の繰入は,過 重 な負担 とな らないように,ま た,長 期 に
わた り着実 な積立 をおこな うとい う観点 か ら,積 立 限度 を設け,そ の限度の30分 の1を 下限
(毎期の最低繰入率)と した。
なお,最 低繰入率 を,積 立限度 の30分 の1と したのは,各 社 の負担が加重 にな らない ように
との配慮か ら,そ れ までにおける生保各社の平均的 な 「当期剰余 に占める86条 準備 金繰入の実
績」 を求めて,こ れ をベース とした。ここで使用 したの は,当 時(平 成3年 度)国 内生保21社 の
合計数値で,生 保株式会社の当期利益 には契約者配当準備金繰入額 を加算 した。
ここで,平 成3年 度末の積立対象資産(a)は53兆 円で,こ れ を基 に,仮 に3%を 積 立限度
(積立限度については後述する)と す ると,(a)×3%=1兆5,900億 円(b)が 積立限度 となる。
それ まで(昭 和55年 度一平成3年 度)の86条 準備金 の繰入 実績 を見 る と,当 期剰 余(c)30兆
9,400億 円に対 して,86条 準備金繰入額(d)は,6,100億 円であった。 これを基 に当期剰余 に
対す る86条 準備金の繰入率 を計算すると,〈(d)/(c)=2.0%(e)〉 となった。
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平成3年 度 における当期剰余 は,21社 合計で2兆8,800億 円(f)で あった。 ここで,過 去 の
実績 による平均 的な繰入負担 〈(f)×(e)〉は,576億 円(g)と なる。積立 限度 に対す る平均 的
な繰入負担 の比率 〈(g)/(b)〉 は,1/27.6,数 字 を丸め る と,1/30と な る。つ ま り,仮 に,86
条準備金の蓄えが まった くな くて,新 規に積立を開始 した として,積 立限度 を達成するまでのめ
どを,最 低で30年 としたのである。
最低繰入率 を超 えて繰 り入れる場合 には,積 立限度を考慮 して計画的に行 うものとす るが,そ
れ以外 にも,採 用 した繰入率 については特別の事情が ない限 りこの比率 を変更 しない(原 則とし
て,3年 間)こ ととした。
③ 取崩基準
価格変動準備金を区分経理す る場合には,各 区分 において発生 したネッ ト・キャピタル ・ロス
を当該区分の価格変動準備金か ら取 り崩す。なお,各 区分の価格変動準備金の全額 を取 り崩 して
も填補 しきれない場合には,そ の填補 しきれない部分 について,認 可 を受けて,他 の区分の価格
変動準備金 を取 り崩す ことがで きる ようにす る。
価格変動準備金 を区分経理 しない場合 には,発 生 したネッ ト・キャピタル ・ロス相当額だけ価
格変動準備金 を取 り崩す。
④ 積立限度
当時,フ ォローアップ研究会ではソルベ ンシー ・マージ ン基準 を検討中で,価 格変動準備金の
積立限度については,ソ ルベ ンシー ・マージンとの役割分担 を考慮 して決め ようとした。
つ まり,積 立限度は,ソ ルベ ンシー ・マー ジン基準 における リス ク係数(価 格変動に係るリスク
部分に限定)を 基準 として,そ の2分1を 価格変動準備金 で対応 し,残 りの2分 の1は 株式含 み
益 その他の ソルベ ンシー ・マージンで対応することとした。価格変動 リス クに対応するものは,
まず,含 み益 であ り,含 み益が消滅 した後は準備金で対応す るべ きと考 えたのである。
積立限度 は,上 記のように,ソ ルベ ンシー ・マ0ジ ン基準 におけるリスク係数 をベースとした
が,リ スク係数を求めるに当たって,国 内株式等 の最低収益率(株 価下落リスク ・原価割れリスク)
を次のように計算 してい る。
国内株式 については,1975年2月 か ら1991年12月 を対象 と した 「フラ ンクラ ッセル配 当込
みTOPD(」 というイ ンデ ックスを使 い,同 期間の平均収益率13.63%,最 低収益率 一9.20%,外
国株式 は1982年1月 か ら1991円12月 を対象 とした 「モルガ ンス タンレー国債 イ ンデ ックス」
を使 い,同 期 間の平均収益率10.17%,最 低収益率 一13.33%,外 国公社債 は,外 国株式 と同期
間を対象 として,「 ソロモ ンブラザーズ世界 国債 インデ ックス」 を使い,平 均収益率7.20%,最
低収益率_7.61%を 求めた。
以上の最低収益率 は,「 原価割れ」「簿価 を割 り込む」 リスクをいい,国 内株式であれば,株 価
が簿価 を割 り込む率 は約10%と なるので,こ の リス クの半分(5%)を 価格変動準備金によって
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備 え,残 りの5%を ソル ベ ンシー ・マー ジ ンで備 える こ と と した。
なお,当 初 は,価 格 変動{備 金 が有税 積 立 て であ る こ とか ら,税 効 果 を考 えて,5%の 半 分




同 リ ス ク の
4/1
区分経理案 区分しない案
平均収益率 最低収益率 積立限度 最低繰入率 積立限度 最低繰入率
国内株式 13.63% ▲9.20% 2.3% 3.0% 0.10%
3.0% 0.10%外国株式 10.17% X13.33% 3.3% 4.0% 0.12%
外国公社債 7.20% ▲7.61% 1.9%
1
2.0% 0.06%
なお,3%と い う数字 は,株 式相場 が30%下 落 した場 合 に生 じる評価 損が,昭 和53年 度決
算 における全社統計が平均2.8%で あったことも,根 拠 の1つ とされていた。
また,こ こでは,国 内公社債 につ いて価格変動準備金 を設定する ようになっていない。国内公
社債 は低価法 を適用することによる評価損が発生す るおそれがあるが,そ れ までの10年 間の投
資期間をとお して観測 した結果,償 還益で相殺 されて実質的な損失 は発生 しない と見たか らであ
る。
以上の基準 を,平 成3年 度決算 に適用 した場合 には,次 のようになると試算 されていた。
① 区分経理する案
対象資産 積立限度 積立率 最低繰入額 要積立期間
国内株式 10,038億 円 42.6% 335億 円 17.2年
外国株式 2,596億 円 43.6% 78億 円 18.8年
外国公社債 2,641億 円 41.7% 79億 円 19.4年
合 計 15,276億 円 42.6% 492億 円 17.8年
② 区分経理 しない案
対象資産 積立限度 積立率 最低繰入額 要積立期間
株式等 15,947億 円 40.8% 532億 円 17.7年
以上の試算は,国 内生保21社 の合計によっている。積立率 は,旧 保 険業法第86条 準備金 を価
格変動準備金 に組み換 えた場合 の,積 立限度 に対する比率 である。 また,要 積立期間は,取 り崩
しがない として,最 低繰入額 を繰 り入れた場合 に積立限度に達す る年数である。
こうした試算 の後,最 終的な整理を行 う段 階で,現 行規定のように,税 効果を考えず に,5%
まで準備金 を積み立てる案 を取 ることになった。理 由は,次 の2つ である。
① 危険準備金等は,税 効果を考慮 していないので,こ れ らに合わせ る。
② よ り健全性 を重視 した積立 とする。
以上が,保 険経理 フォローアップ研究会 における検討 内容 である。価格変動が上向 きの,含 み
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益が十分 にあった時期に議論 したことであ り,含 み益が底 をつ き,か つ,株 価が下向きの時期 に
は必ず しも当てはまらない ことも多いであろ う。
皿 現行実務 とその間題点
1現 行規定の概要
最初に,現 行の規定 を紹介す る。
保険業法(平 成7年6月7日)第115条 では,価 格変動準備金 について,次 の ように規定 してい
る。
「保険会社 は,そ の所有す る株式その他 の価格変動に よる損失が生 じ得 るもの として内閣府令で
定める資産(次 項において 「株式等」という。)に ついて,内 閣府令 で定め るところに より計算 した
金額を価格変動準備金 として積 み立てなければな らない。ただ し,そ の全部又 は一部の金額につ
いて積立てを しない ことについて内閣総理大 臣の認可 を受けた場合 における当該認可 を受 けた金
額 については,こ の限 りでない。
2前 項の準備金 は,株 式等の売買等 による損失(売 買,評 価換え及び外国為替相場の変動による損失
並びに償還損をいう。)の 額が株式等の売買等 に よる利益(売 買,評 価換え及び外国為替相場の変動によ
る利益(第112第1項 の規定による評価換えにより計上した利益を除く。)並びに償還益をいう。)の額 を超
える場合 においてその差額のてん補 に充てる場合 を除 くほか,取 り崩 してはならない。ただ し,
内閣総理大臣の認可 を受けた ときは,こ の限 りでない。」
第115条 がいう 「内閣府令で定める資産」 とは,保 険業法施行規則(平 成8年2月29日 大蔵省
令第5号)第65条(価 格変動準備金対象資産)に おいて,次 の ように定 め られている。ただ し,特
別勘定 に属す る財産,法 第99条 第1項 に掲 げる業務に係 る資産及び特定取引勘定 に属する資産
は含 まない もの とする。
一 国内の法人の発行す る株式その他 の金融庁長官が定める資産
二 外 国の法人の発行す る株式その他の金融庁長官が定める資産
三 邦貨建 の債券 その他 の金融庁長官が定 める資産(た だし,財 務諸表規則第8条 第20項 に規定する
ものは除くことができる。)




この65条 における第一号 か ら第四号 までに規定 される 「金融庁 長官が定め る資産」 について
は,平 成10年6月8日 付 けで大蔵省告示(第229号,平 成12年7月27日 改正 金融庁告示第11号)
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において明示 されている(付 録)。
価格変動準備金の積立 てと積立 限度 については,保 険業法施行規則 第66条 に,次 の ように定
め られている。
「保険会社 は,毎 決算期 において保有す る資産 をそれぞれ次 の表 の上欄 に掲 げる資産 に区分 し
て,そ れぞれの資産の帳簿価額 に同表の積立基準の欄 に掲 げる率 を乗 じて計算 した金額の合計額
以上 を法第115条 第1項 の価格変動準備金 として積み立 てなければな らない。 この場合 におい
て,法 第115条 第1項 の価格変動準備 金の限度額は,毎 決算期 において保有する資産 をそれぞれ
同表の上欄 に掲げる資産に区分 してそれぞれの資産の帳簿価額 に同表の積立限度の欄 に掲げ る率
を乗 じて計算 した金額の合計額 とする。」
対象資産 積立基準 積立限度
第65条 第1号 に掲げる資産 1.5/1000 50/1000
第65条 第2号 に掲げる資産 1.5/1000 50/1000
第65条 第3号 に掲げる資産 0.2/1000 5/1000
第65条 第4号 に掲げる資産 1/loco 25/1000
第65条 第5号 に掲げる資産 3/1000 100/1000
なお,こ の積立基準 と積立限度 は,ソ ルベ ンシー ・マージン基準に基づ き設定 されてお り,具
体 的には,各 保有資産の積立限度 はソルベ ンシー ・マー ジン基準 における価格変動等 リスクの リ
ス ク係 数の半分 とされ,積 立基準 は,原 則 として,30年 間で積 立 限度 に達す る ことを想定 し
て,積 立限度の30分 の1と されてい る。残 り半分の価格変動等 リスクは,基 金,株 式含み益等
で対応 することとされている。
2現 行実務の問題点
現行 の規定 と実務 には,多 くの問題を指摘す ることがで きる。その詳細 については別稿で詳 し
く述べ たので,こ こでは,そ れ らの問題点の概要を述べ るに とどめる。
① 売買 目的有価証券の含み益計上間題
売買 目的有価 証券 を時価評価 して,評 価益 を損益計算書 に計上 して も,保 険業法第55条(基
金利息の支払等の制限)の 規定によってその評価益 は配当にまわす ことがで きないこ とになってい
る。
しか し,売 買 目的有価証券の含み益 を損益計算書に出せ ば,当 然 なが ら,配 当還元圧力が高 ま
る。それに対応 しようとして過剰 に含み益 を取 り崩 して配当にまわす ようなことがお きれば,株
価下落時に備えた内部留保が失われる(昭 和の最後の年あたりから1994年 ころまで,多 額の株式含み益
を背景に過剰な配当還元が行われた例がある)。 こうした場合,利 益を内部留保す る,つ ま り,資 本の
部に組み込んでお くことが適当か どうか,検 討 の余地がある。
② 含み益の機能
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生命保険会社 におけるリス ク管理において,株 式等 の含み益 と,危 険準備金 ・価格変動準備金
が同等の機能 を持つ と考え られるとすれば,時 価会計 の導入 によって含み益がバ ランス ・シー ト
に記載 されるとき,含 み益 のうち株式投資のリスクに対処す るために留保すべ き部分は,何 らか
の形の準備金 として負債の部 に計上す る必要があろう(⑨ を参照)。
③ 積立限度の問題
価格変動準備金 は,「 原価割 れ」での売却や 「簿価 を下回る」場合 の評価損 に対す る備 えであ
るが,こ の10年 間株価水準が低迷 し,多 くの生保 では含み益が底 をつ きだ して きた。基準 を設
定 した当時 とは市場の環境 がまるで違 うので,国 内株式等(施 行規則第65条 第1号)の 積立限度が
「帳簿価額の5%」 では,あ ま りにも少なす ぎるのではなかろうか。
④ 株価イ コール簿価 の問題
各社 の含み益が消滅 し,簿 価が時価に近い状況 になれば,価 格変動準備金はフルに積 まれてい
る必要があ る。現実には,一 部の生命保 険会社が2001年 度決算 において価格変動準備金 を使い
果た している。株価が低迷 を続 けるな らば,多 くの会社に含み損が発生 し,価 格変動準備金 を取
り崩す ことになろう。そ うなれば,価 格変動準備金が残 る会社 はほとんどな くな り,株 価変動へ
対応す ることが困難になる。 こうした事情は,こ れか ら株式への投資を行 う新設会社 や簡易保険
も同様である。
⑤ 不積 み立ての問題
価格変動準備金 は,保 険業法第115条 によって積立てが強制 された準備金であるが,同 条但 し
書 きによって一部 または全部の不積立てが認められてお り,実 際に も,行 政の認可を受けて積立
てを行わない とか,一 部 しか積立てない とい う実務が行 われてい る。
株価水準や生命保険会社の業績が上向か ないとすれば,当 分の間,価 格変動準備金の積み立て
が行われない年が続 き,価 格変動への対応が困難になる。不積み立ての部分 は,翌 年以降,積 立
が可能になった ときに強制的に積立てさせ る,な どの対応が必要であろう。
⑥86条 準備金 と30年 積み立ての問題
新規に積立 を開始 した として,積 立限度 を達成す るまでのめ どを,最 低で30年 とした。生保
は,従 来の86条 準備金 を価格 変動準備金 に衣替 え した ことか ら,ス ター ト時 に積 立 限度 の約
40%,約12年 分はすでに86条 準備金の振 り替 えに よって蓄積 されていた。そのために,議 論 し
た当時,「 これか ら30年 かけて積 む」 という意識 はなかったか もしれない。む しろ,「 半分 はす
で に積んであ る」 ということが意識 されていて,な おかつ,株 価が現実 に上昇 を続 けていたこと
か ら,「 準備金 を取 り崩 して使 う」ことが現実味 を帯びていなかった。
しか し,そ れだけの リスクがある とい うのであれば,30年 で積 み立 てるとい うのはな く,で
きるだけ早期 に準備すべ きものであろ う。
⑦ 繰入率の継続適用の問題
最低繰入率 を超 えて繰 り入れる場合 には,積 立限度を考慮 して計画的に行 うものとす るが,そ
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れ以外 にも,採 用 した繰入率 については特別の事情がない限 りこの比率 を変更 しない(原 則とし
て,3年 間)こ ととした。 これは,監 査 を担当する公認会計士の意見 を取 り入れた ものである。監
査人 としては,み だ りに繰入率 を変更することは好 ま しくない と考える。
しか し,価 格変動準備金は,経 営が うま くいっている会社に対 して,順 調の ときに,将 来に備
えて準備金を積 ませ るものである。経営が不調の ときや株価が下落 した ときには準備金を積 まな
くて もよかった り,こ れを取 り崩 して損失の補填に使 った りす るこ とができる。
そ うした性格 の準備金 には,好 調の ときに積む最低 限度 を決めてお くことは必要であるが,あ
くまで も最低限度であって,こ れを超 えて積 むことを妨げるべ きではない。む しろ,積 めるとき
に大 きく積 ませ るべ きである。
ただ し,過 度に積 み立てるとす ると契約者の権利 を害する恐れが出ることか ら,上 限を設けて
お く必要があろ う。
⑧ ソルベ ンシー ・マージンとの対応分担
価格変動準備金は,そ の積立基準 と積立 限度をソルベ ンシー ・マージ ン基準に基づいて設定 し
ている。そ こでは,各 保有資産の積立限度 はソルベ ンシー ・マージン基準における価格変動等 リ
スク係数の半分 とされ,残 り半分の価格変動等 リスクはソルベ ンシー ・マージン(基 金,株 式含み
益等)で 対応す ることとされている。
しか し,「 半分 はソルベ ンシー ・マージンでみる」 とい って も,価 格変動準備金 は取 り崩せ る
が,ソ ルベ ンシー ・マージンは取 り崩せ ない。価格変動 の影響 を吸収するということでは,ソ ル
ベ ンシー ・マー ジンと価格変動準備金の役割分担 はない といって よい。価格変動 リス クにフルに
備 える準備金 としては,ソ ルベ ンシー ・マージンが ない もの として積 む必要がある。
⑨ 売買 目的有価証券の評価差額 と価格変動準備金の不整合
売買 目的有価証券 を時価評価 して評価益 を計上 した場合 には,次 期以 降の簿価 は再評価 による
時価 である。売買 目的有価証券の場合 は評価差額 を洗 い替え しないので,簿 価 を書 き換 えるので
ある。 したがって,評 価益 を計上 した後 は,価 格変動準備金の対象 となるのは,投 資額(原 価)
を下回るリスクではな く,簿 価 を下回るリス クとなる。投 資額(原 価)を 下回 らな くて も,「 会計
上,損 失が発生す る事態」 となるか らである。
例 えば,期 中に1株5000円 で取得 した株式が,期 末 に時価6000円 になっていた とす る(売 買
目的有価証券)と,評 価益1000円 を当期 の損益計算 書に計上す る。
もしも,こ の株 式が次期 において も売買 されず,期 末 において時価が5100円 に なった とす
る。この場合,簿 価 が6000円 であ るか ら,次 期 にお いて900円 の評価 損 を計上す る。900円 の
評価損 は,「 会計上 の損失」であるか ら,価 格 変動準備金 を取 り崩 して穴埋 めす る こ とになろ
う。
この場合,次 期末の評価損900円 は,会 計上 は損失 として処理 されるが,本 来の意味での投 資
損失ではない。有価証券 に時価会計が適用 される場合 には,こ うした不整合が生 じる。
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価格変動準備金 を検討 した当時は,有 価証券 に時価主義 を適用す る会計基準 はまだ設定 されて
な く,上 場有価証券 には低価法 による評価が義務づけ られていた。そ こで,対 象 とす る損失 を,
「低価法の採用が義務づ けられている上場有価証券(外 貨建を含む)に ついて,低 価法 を適用す る
ことによる損失」 と考えたのである。繰入の基準 も,「 原価(簿 価)割 れ」の リスクに対す る備 え
としての基準である。
時価会計の基準が適用 されるようになったのであるか ら,売 買 目的有価証券の評価益 について
は,例 えば,す べ て価格変動準備金 に繰 り入れ,次 期 に売却損や評価損が発生 した ときに取 り崩
して埋 め合わせ ることがで きるようにする,な どの工夫が必要であろ う(上 記②を参照)。
⑩ その他有価証券の評価 損益計上 との整合性
時価会計が導入 され,「 その他有価証券」 の評価損益が資本直入 され るようになったに もかか
わ らず,価 格変動準備金は直接負債に計上す るようにはなっていない。
評価損や売却損が発 生 した場合,準 備 金を取 り崩す と,損 益 計算書 には取 り崩 し益が計上 さ
れ,大 幅な増益があったかの ようにみえる。 これは実態 を表 さないばか りか,配 当圧力 などの摩
擦 を産む原因 となる。業界か らは,損 益計算書を とお さずに,貸 借対照表 に直接計上で きるよう
な制度 にして欲 しい とい う要望がある。
注
(1)86条 準備金は,利 益留保性の性格 をもつ ことか ら,負 債性引当金または評価性引当金 とせず,保 険業
法において特に義務付 けられた 「特別法上の準備金」として,負 債に計上されてきた。なぜなら,こ う
した準備金が対象 とする 「将来の損失」は,積 立 を行う時点では価格下落によって損失が発生 している
わけではなく,ま た,将 来の損失を合理的に見積 もることができるわけで もないことか ら,引 当金 とし
ての条件を満たしていないからである。
引当金としての性格を有 しないにもかかわらず,費 用計上によって設定 し,そ れを引当金 と同じ負債
の部に掲げるには,そ れな りの理由が必要であるが,企 業会計原則では,こ の点を,次 のように解釈し
ている。この解釈は,現 在の価格変動準備金にも適用 されている。
「特別法上の準備金に係る証券取引法上の運用に当たっては,当 面,次 の ように取 り扱 うことが適当
と考える。すなわち,特 別法上の準備金については,特 定業種の公共性の観点か ら,そ の計上が特別の
法令で強制されてお り,ま た,そ の繰入及び取崩しの条件が定められている等の事情 を考慮 して,特 別






保険業法施行規則(平 成8年 大蔵省令第5号)第65条 第1号 か ら第4号 までの規定 に基づ き価格変動準備金
の対象 となる資産を次のように定め,平 成10年6月10日 か ら適用する。
128商 経 論 叢 第40巻 第4号(2005.3)
1




三 国内の法人の発行する株式に係 る証券投資信託の受益証券,金 銭の信託の受益権 を表示する証券又 は証
書及び貸付有価証券
四 商品投資受益権(商 品投資に係る事業の規制 に関す る法律(平 成3年 法律 第66号)第2条 第3項 に規
定する商品投資受益権 をい う。)を 表示する証券又は証書
五 その他前各号に掲げるものに準ずる資産
2.
規則第65条 第2号 に規定する金融庁長官が定める資産は,次 に掲げるものとする。
一 外国の法人の発行する株式及び新株引受権を表示する証券又は証書
二 外国の法人に対する出資,優 先出資及び預託 を表示する証券又は証書




規則第65条 第3号 に規定する金融庁長官が定める資産は,次 に掲げるものとする。
一 償還元本が邦貨建(先 物為替予約が付 されていること等により満期時又 は償還時における元本の邦貨額






規則第65条 第4号 に規定する金融庁長官が定める資産は,次 に掲げるものとする。
一 償還元本が外貨建(先 物為替予約が付 されていること等 によ り満期時又は償還時における元本の邦貨額
が確定 しているものを除 く。以下この項において同じ。)の債券
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